
（１）死亡事例
こども家庭庁が、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市（以下「都道府県等」という。）に対する調査により把握した、
令和5年４月１日から令和6年３月31日までの間に発生、又は表面化した児童虐待による死亡事例56例（65人）を対象とした。

※１（ ）内は、都道府県等が虐待による死亡と断定できないと報告のあった事例について、本委員会にて疑義事例として検証すべきと判断された
事例数を内数として記載。

※２ 「心中による虐待死」には、こどもは死亡し親は生存した事例を含む。

（２）重症事例（死亡に至らなかった事例）
こども家庭庁が、児童相談所や市区町村の虐待対応担当部署が児童虐待相談として受理した事例のうち、「身体的虐待」等による

生命の危険にかかわる受傷、「養育の放棄・怠慢」のために衰弱死の危険性があり、令和６年10月１日時点で関わりが継続して
いる事例（心中未遂を除く）について、各自治体に１事例程度の報告を求めたところ55事例の回答があった。

【参考】死亡事例数及び人数（第１次報告から第２０次報告）

1

区分

第２１次報告 （参考）第２０次報告

心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

計
心中以外の
虐待死

心中による
虐待死

計

例数 ４４（１８） １２（１） ５６（１９） ５４（２６） １１（０） ６５（２６）

人数 ４８（１８） １７（１） ６５（１９） ５６（２７） １６（０） ７２（２７）

こども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第21次報告）の概要
こども家庭審議会児童虐待防止対策部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会【令和7年９月】

１．検証対象

第１次報告
(平成17年4月)

第２次報告
(平成18年3月)

第３次報告
(平成19年6月)

第４次報告
(平成20年3月)

第５次報告
(平成21年7月)

第６次報告
(平成22年7月)

第７次報告
(平成23年7月)

第８次報告
(平成24年7月)

第９次報告
(平成25年7月)

第10次報告
(平成26年9月)

H15.7.1～H15.12.31
（6か月間）

H16.1.1～H16.12.31
（1年間）

H17.1.1～H17.12.31
（1年間）

H18.1.1～H18.12.31
（1年間）

H19.1.1～H20.3.31
（1年3か月間）

H20.4.1～H21.3.31
（1年間）

H21.4.1～H22.3.31
（1年間）

H22.4.1～H23.3.31
（1年間）

H23.4.1～H24.3.31
（1年間）

H24.4.1～H25.3.31
（1年間）

心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計

例数 24 － 24 48 5 53 51 19 70 52 48 100 73 42 115 64 43 107 47 30 77 45 37 82 56 29 85 49 29 78

人数 25 － 25 50 8 58 56 30 86 61 65 126 78 64 142 67 61 128 49 39 88 51 47 98 58 41 99 51 39 90

第11次報告
(平成27年10月)

第12次報告
(平成28年9月)

第13次報告
(平成29年8月)

第14次報告
(平成30年8月)

第15次報告
(令和元年8月)

第16次報告
(令和2年9月)

第17次報告
(令和3年8月)

第18次報告
(令和4年9月)

第19次報告
(令和5年9月)

第20次報告
(令和6年9月)

H25.4.1～H26.3.31
（1年間）

H26.4.1～H27.3.31
（1年間）

H27.4.1～H28.3.31
（1年間）

H28.4.1～H29.3.31
（1年間）

H29.4.1～H30.3.31
（1年間）

H30.4.1～H31.3.31
（1年間）

H31.4.1～R2.3.31
（1年間）

R2.4.1～R3.3.31
（1年間）

R3.4.1～R4.3.31
（1年間）

R4.4.1～R5.3.31
（1年間）

心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計 心中以外 心中 計

例数 36 27 63 43 21 64 48 24 72 49 18 67 50 8 58 51 13 64 56 16 72 47 19 66 50 18 68 54 11 65

人数 36 33 69 44 27 71 52 32 84 49 28 77 52 13 65 54 19 73 57 21 78 49 28 77 50 24 74 56 16 72

４月６日

正誤表公表に伴い、重症
事例を47→55に修正



※１ 有効割合とは、「不明」「未記入」とした回答を除いた数を合計数として算出した割合
※２「養育能力の低さ」とは、こどもの成長発達を促すために必要な関わり(授乳や食事、保清、情緒的な要求への応答、こどもの体調変化の把握、安全面への配慮等）が適切にできない場合としている。 2

（１）心中以外の虐待死（44例48人）各項目において特徴的なものを主に掲載

〇死亡したこどもの年齢 ０歳   33人（68.8％）
（０歳のうち  日齢０日児 16人(48.5％)）

３歳未満      38人（79.2％）
〇主たる虐待の類型 ネグレクト 25人（52.1％）

身体的虐待 21人（43.8％）
〇直接の死因 頭部外傷 6人（有効割合 24.0％※１)

頚部絞扼以外による窒息 4人（有効割合 16.0％）
病死 4人（有効割合 16.0％)

〇主たる加害者 実母 19人（39.6％)
実母と実父 7人（14.6％）、実母と実母の交際相手 2人（4.2％）

〇加害の動機 こどもの世話・養育方法がわからない 3人（6.3％）
こどもの世話・養育をする余裕がない 3人（6.3％）
しつけのつもり 2人（4.2％）
こどもの存在の拒否・否定 2人（4.2％）
泣き止まないことにいらだったため 2人（4.2％）

〇妊娠期・周産期における問題
（複数回答）

遺棄 18人（37.5％）
予期しない妊娠/計画していない妊娠 13人（27.1％）
妊婦健康診査未受診 11人（22.9％）
妊娠届の未提出（母子健康手帳の未交付） 10人（20.8％）

〇乳幼児健康診査の受診状況
（未受診）

３～４か月児健康診査 4人（有効割合 21.1％)
１歳６か月児健康診査 4人（有効割合 40.0％） 
３歳児健康診査 3人（有効割合 37.5％） 

〇養育者（実母）の心理的・精神
的問題等（複数回答）

養育能力の低さ※２ 10人（22.7％）
育児不安 8人（18.2％）
精神障害（医師の診断によるもの） 6人（13.6％）
衝動性 6人（13.6％）
攻撃性 6人（13.6％）
怒りのコントロール不全 6人（13.6％）
ＤＶを受けている 6人（13.6％）

〇関係機関の関与 児童相談所と市区町村（虐待対応担当部署）の 両方関与あり 14人(29.2％)

市区町村（虐待対応担当部署）のみの関与あり 3人（6.3％）

児童相談所のみの関与あり 1人(2.1％)

日齢０日児事例16人のうち 関係機関の関与あり 1人(6.3％)
〇要保護児童対策地域協議会 検討対象とされていた事例 10人（24.4％）

２．死亡事例（６５人）の分析
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※ 有効割合とは、「不明」「未記入」とした回答を除いた数を合計数として算出した割合

〇死亡したこどもの年齢 ３歳未満 5人（29.4％）

〇直接の死因 頚部絞扼による窒息 6人（有効割合 50.0％※）

火災による熱傷・一酸化炭素中毒 2人（有効割合 16.7％）

〇主たる加害者 実母 9人（52.9％）

実父 7人（41.2％）

〇加害の動機（複数回答） 保護者自身の精神疾患、精神不安 3人（17.6％）

夫婦間のトラブルなど家庭に不和 1人（5.9％）

〇関係機関の関与 児童相談所と市区町村（虐待対応担当部署）ともに
関与なし

15人（88.2％）

市区町村（虐待対応担当部署）のみ関与あり 1人（5.9％）

〇要保護児童対策地域協議会 検討対象とされていた事例 0人（0.0％）

（２）心中による虐待死（12例17人）各項目において特徴的なものを主に掲載
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検証対象事例のうち、特徴的、かつ、特に重大であると考えられる虐待による死亡事例（２例）、重症事例（２例：１例は２回目）について、
都道府県・市区町村及び関係機関等を対象に、事例発生当時の状況や対応等の詳細に関して現地調査を実施した。

＜概要＞
・実母、本児の２人家族。
・実母とその交際相手から本児の容態が悪くなったと救急要請があり、搬送先の医療機関で死亡が確認された。
・本家庭は事案発生の数年前に転入しており、転入時には転居元から転居先の母子保健担当部署に実母の被虐

待歴、実父からのＤＶ歴、親族等の支援が希薄であること、一時保護歴があることなどの情報提供があった。
その時点では母子保健担当部署から児童虐待担当部署にその情報は共有されなかった。

・転入前には児童相談所、虐待対応担当部署の対応は終結していたが、転入２か月後の虐待通告を契機として、
要保護児童対策地域協議会のケースとして対応していた。

・本児が死亡する約１か月前の週末の夜間帯に、児童相談所に再び虐待通告があった。通告元は医療機関であ
り、受傷部位は顔面（目の周り）であった。週明けに当該地域の児童相談所の対応ルールにより、児童相談
所から虐待対応担当部署に口頭で初期調査の依頼したが通告から48時間以上経過していた。

・虐待対応担当部署は、同日実母に電話で状況確認を行い、その際本児の声を聴いたが、目視による直接的な
現認を行わなかった。通告から５日間が経過後、通告前から予定していた面談にて本児を現認した。

・現認と実母からの聞き取りの結果について依頼元の児童相談所へ報告をしたが、通告後に具体的なアセスメ
ントの検討はなされず、要対協の支援レベルも変更されなかった。

・実母と本児との面談後、再び実母と連絡がとれない状況が続き、約１か月後に本児は死亡した。
＜課題の対応と理解＞
課題１ こどもの成長や家族構造・機能の変化に沿った継続的な支援の必要性
・妊娠期からの転居元の関係機関が積み重ねてきたアセスメントと対応経過などに加えて、転居による養育環境や生活状況の変化や、交際

相手の出現による家族構造の変化等が加わり、転居後に新たな支援ニーズが明らかになる場合がある。母子保健担当部署は児童虐待対応
担当部署に速やかに情報提供を行い、家庭訪問によりこどもの状況や養育環境を直接確認し、再アセスメントを行う必要がある。

・実母の体調不良や手続きの行動化に時間がかかる様子は、生活の大変さのサインでもある。養育環境の変化と経済的基盤やサポートネッ
トワークの弱さを踏まえて、実母の生活の大変さを受け止め、共に考え、時に共に行動する実母に寄り添った継続的な支援が求められる。

課題２ 実態を捉える相談面接やアウトリーチの必要性
・初期に実母が個人的で深刻な内容を支援機関に開示したこと等で信頼関係が築けたとの受け止めやリスクの低減につながった。初期の印

象の先入観（第一印象）に捉われず、実母の背景等が現在にどのような影響や価値観を形成したのか等、理解を深めることが必要である。
・虐待や不適切な養育の影響はこどもの成長・発達、言動にも表れることから、こどもの話を聞き、こどもの目線や表情、身振り・手振り、

仕草や姿勢など、ノンバーバル（非言語）な様子等からもこどもの情報を丁寧に収集し、得られた情報を統合し、こどもが実際に受けて
いる家庭でのケアや家庭生活上の課題をアセスメントすることが必要である。

課題３ 初期調査とアセスメントの分担と協働の推進
・医療機関通告は客観的な医学的所見に基づいたものであると認識する必要がある。さらに通告内容が顔面外傷であったことに鑑み、通告

受理段階で緊急度を感知する必要性が高かったと考えられ、そのための体制整備（夜間相談窓口体制に関するものも含む）が求められる。
・児童相談所から虐待対応担当部署への初期調査依頼の際は、通告内容の正確な伝達や調査の項目や範囲等の具体的に依頼することや情報

が十分得られたかの確認や情報収集のための調査方法等、必要な検討を行い、48時間以内の目視によるこどもの現認を徹底すべきである。

死亡事例①：複数回の虐待通告により対応していた本児が、
新たな通告による初期調査が十分できないまま死亡に至った事例

３．現地調査（ヒアリング調査）の結果について
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＜概要＞
・実父、実母、乳幼児のきょうだい、本児の４人家族。自宅で実父がひとりで本児ときょうだいの世話している際に本児が頭部を受傷。
・救急搬送されるも自発呼吸なく、約２週間後に死亡した。受診した医療機関から児童相談所に

通告があり。実父の受傷機転の聴き取りにおいて、説明に一貫性がなかった。
（第１子妊娠～）
・妊娠９週に妊娠届を提出。若年妊婦の基準に極めて近い年齢であり、妊娠を契機に婚姻した。

実父の都合で県外で生活していた約５か月間、妊婦健康診査は未受診であったため、出産後に
医療機関から母子保健担当部署に情報提供があり家庭訪問を実施、発育発達と育児状況は良好で
あったことから、通常の母子保健事業内での支援の判断となった。

（本児妊娠～）
・妊娠10週に妊娠届出時の面談ではハイリスク情報は特段確認されなかったことから、乳児家庭

全戸訪問事業は母子訪問者に依頼した。依頼を受けて母子訪問者が訪問のアポイントのために
複数回の連絡を入れたが亡くなるまでの間、不通の状況であった。
その旨報告を受けた母子保健担当部署はアポイントなしの訪問を検討していた。

（本児死亡以降の対応）
・第３子を妊娠。本児の捜査過程で実父による第１子への身体的虐待が発覚しため一時保護し、

実母を特定妊婦として登録。母方親族の支援を受けて生活することを前提に一時保護解除となり、第３子を出産。

＜課題の対応と理解＞
課題１ 情報収集とその包括的判断を予防的支援に活かす役割の再認識
・実父母ともに若年で未婚であることや妊婦健康診査の中断、経済的な問題、親族等からの養育を想定出来ないなどから、育児支援に加えて、

養育環境の整備や生活支援など、切れ目のない保護者支援が必要である。リスクがありながらも支援ニーズが表出されないことの背景を考
察し、家族全体を包括的にアセスメントする視点をもち、予防的支援の対象事例として支援を開始することが重要である。

・母子保健担当部署は母子保健事業における問診表やアンケートの結果で虐待のリスクを洗い出して同定することを第一義的に活動するので
はなく、問診から二次的な設問につなぎ、予防的な支援関係を構築する中で家族関係や心の悩みや精神症状、経済状況などの情報収集の機
会に転換していく必要がある。そして、そのプロセスがすでに支援であることを意識することが重要である。

課題２ ハイリスク要因が認められる事例に対する児童相談所の主導的役割の再認識と徹底
・第1子への身体的虐待が発覚し、一時保護となった期間に、第1子から家庭環境の安全性を把握する大きな機会と考え、言語理解や表出が

未熟な乳幼児であっても、積極的なアプローチにより、こどもの言葉のみならず、その様態や行動変化などからこどものサインを把握し、
再アセスメントに活かすことが求められる。

・きょうだいの死亡事例の場合、きょうだいの安全の確保にかかわる児童相談所の責任は大きいことを認識し、市町村送致後においても、
虐待対応担当部署からの報告を踏まえて、家族を再アセスメントするなどの後方支援や、状況に応じて主導的役割を担うことも必要である。

・受傷機転については、こどもの受傷に直面している保護者に寄り添いつつ丁寧な聞き取りを行うことが重要である。受傷機転が不明な場合
には多角的な意見を得るために児童相談所が主体的に複数の診療科等のセカンドオピニオンを受けることも重要である。

課題３ こどもの権利を優先した一歩踏み込んだ支援の必要性
・妊産婦が抱えている様々な課題について、妊婦健康診査や助産師指導、医療ソーシャルワーカー面談等によって、妊産婦の家族背景や経済

状況等を把握の中で、さらなるリスク因子や困りごとを把握できる可能性があることを引き続き、医療機関内や地域医療機関に周知し、
連携を強化することが重要である。

死亡事例②：受傷機転の説明に一貫性がない頭部外傷により本児が死亡した事例
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＜概要＞
・実父、実母、本児、きょうだい児２名の５人家族。
・事例発生の約１年２か月前（第３子妊娠中）に、虐待通告により実母の本児への身体

的虐待とネグレクトが発覚。本児と第２子を一時保護、実母を特定妊婦とした。
・約１か月半後に家庭引き取りとなり、定期的に家庭訪問等にて状況を確認していた。
・事例発生約１か月前に保育園にほとんど登園できていないと報告があった。
・家庭訪問の際、本児の顔の痣と成長曲線から大きくずれるほどの体重減少を確認し、

かかりつけ医に相談。命に関わる危険な状態であるとの見解であった。実父に医療
機関の受診を促したが対応できず、実父の求めにより一時保護後の受診となった。

・その後の調査で、実父母は食事を提供していたが完食までに時間がかかることを実母
が強く叱責し、実父もそれを止められず、必要な栄養を与えることができていなかっ
たことがわかり、心理的虐待とネグレクトとして受理した。

＜課題の対応と理解＞
課題１ 特定妊婦及び子育て中の保護者の精神的不調や育児負担に対する支援における母子保健の役割
・第３子の妊娠を機に母子保健担当部署は、虐待対応担当部署との役割分担のもと、「保護者に寄り添う支援者」として実母に伴走するこ

とで、本児及び第２子のこどもの安全と発育・発達の継続的な評価や、精神的不調を訴える実父母への支援につなげる必要があった。
課題２ こどもの声を聴き、こどもの安全を最優先にした対応の強化
・本児は痣について「ママがした」と発言していることや、軽度であっても顔面・体幹部に痣が頻発していること等を踏まえて、本児と実

母との関係性を評価することが重要である。合わせて、身長・体重の変化を成長発育曲線を通して早期に気づくことが求められた。
課題３ 児童相談所と虐待対応担当部署との有機的な支援のための連携強化
・特定機関の判断に委ねることなく、こどもの安全性を最優先とする観点から、双方が対等な立場で議論・同意しながら方針決定をできる

よう、実質的な協働の枠踏みを構築することが重要である。ケース会議は単なる情報共有の場に留まらず、相互の意見を尊重した合意形
成と責任共有の場への転換することが求められる。

課題４ 医療機関の役割と市区町村及び児童相談所との連携
・特定妊婦として登録された段階から、かかりつけの産科医療機関や小児科医療機関と情報共有を行い、受診時の変化や言動等について、

具体的な情報収集や対応について話し合い、共有した情報をアセスメントに活かしていくことが求められた。
・短期間に体幹や顔に痣を繰り返すことから虐待の可能性を想定し、医療機関に対し、積極的な情報提供を行い、医療機関への受診によっ

て、判断を仰ぐ努力を迅速に行う必要がある。

重症事例：顕著な体重減少から実父母の本児への虐待により必要な栄養を摂取できていないことが判明した事例

＜今後に向けた共通認識＞
①こどもの安全確認とこどもの声に耳を傾け、ニーズを把握する方法の再確認
②家族機能とニーズの再アセスメントと地域関連機関との信頼関係の形成
③里親家庭との協働による親子関係の維持･構築に向けた支援の充実

（実父母は本児の家庭引き取りを希望していたが、第３者による支援などの養育環境が整わず、養育里親への委託となっている。）
④医療機関と関係機関の情報共有を密に行い、本児以外のきょうだいも含めた家族全体に対する医療的支援の継続



＜ １回目の現地調査後の状況＞
・第４子が出生。
・本児は施設入所措置の継続（児童相談所内で家族交流を月１回程度実施）
・本児、第１子にも発語の遅れがあり、第１子は児童発達支援センターに通所。
・父母は本児の家庭復帰を望んでいるが、保護に関する認識が、父母による加害

行為からきょうだい間のけんかによるものとすり替わっていること、実母の
本児ときょうだいとの間に愛着の相違が生じた背景が不明であり、虐待の再発
の懸念があることから、家庭復帰には至っていない。

・実母と第３子、第４子との愛着関係が形成され、養育状況に問題はない。
・実母が就労意向あり。第３子、第４子の保育所への入所手続きを実施。

＜「現地調査（ヒアリング調査）における今後に向けた共通認識」を踏まえた対応状況と今後に向けての観点／対応＞
①「こどもの心理的なアセスメントの充実」について
・本児が施設入所に至った経緯を本児が理解しやすい方法で説明し、生育過程で生じたできごとの意味を理解して成長できるように支援す

る。また、きょうだいに対して、本児の分離は本児の責任ではないことを正しく理解できるように説明する。
・分離の原因となった実母との関係性をアセスメントするため、本児と実母の２人だけの場面や父母と３人の場面などを設定し、そこでの

本児の反応や表情を観察することで、本児の心情等を把握し、関係修復の手段選択を行うことが必要である。
② 「関係機関による情報共有の質的な向上を図り、単一機関による抱え込みによる対応を防ぐ」について
・関係機関との連携は緊密にとられ、個別ケース検討会議等を通して、家族全体の情報共有と役割分担による継続的な支援が行われていた。

本児の家庭復帰に向けて、緊張関係にある児童相談所と、父母からみて立場の違う他の機関が得た情報をもとにその専門性を活かしたア
セスメントを行い、意見交換を重ねることで、より効果的な支援の糸口となる。

・本児の養育の支援機関としてのみでなく、他のこどもの子育てや父母の生活全般の相談機関であることを伝えていくことも重要である。
③ 「父母の生育歴や家族の関係性について改めて関係機関で情報を集めて共有し、事例検討を深める機会を設定する」について
・本児ときょうだいとに対する実母の思いに相違が生じた理由として、養父と育てるはじめての女児を養父が可愛がることへの嫉妬、急な

帝王切開により実母自身の身体が傷ついたように感じていた可能性やこどもを受け入れる心の準備ができていなかった可能性があった。
そういった点を踏まえて、家族再統合に向けたわかりやすいロードマップを示し、スモールステップで課題に取り組んでもらうことが必
要である。

・父母には逆境体験やそれによるトラウマがあると推測されるが、どのように逆境を乗り越えてきたのかという父母の強みやリソースを引
き出すことにもつながる可能性があることを理解し、父母に敬意をもって向き合うことが信頼関係をより強めることにつながる。

重症事例（第20次事例２回目)：施設措置解除後に実母と養父による本児への身体的虐待によって重症に至った事例

未就学児

20代

60代

第４子

30代

60代

第１子 第３子

関係機関等 主な対応

管轄児童相談所 本児との家族交流を月1回継続実施。
父母の負担感と他機関の関与状況を鑑み、訪問回数を毎月定期⇒不定期3～4か月に1回に調整。

母子保健担当部署 月1回程度、訪問や面接の機会を設けるほか、実母からの電話に対応し、第1子、第3子、第4子の発育発達支援、育児相談に対応。
適宜、虐待対応担当部署と児童相談所に状況報告をし、情報共有を図った。

虐待対応担当部署 月1回の要対協において家庭の進捗管理について、児童相談所、母子保健担当部署と３機関で共有し、ローテーションによる家庭訪問を継続。
個別ケース検討会議を第４子の出産前後に開催し、国ヒアリング調査結果への各機関の認識の共有と産前産後の支援体制（役割分担）の確認等を実施。
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【参考】

＜概要＞
・養父、実母、きょうだい、本児、母方親族の６人家族。
・実母を特定妊婦として支援を開始。本児も出生時から要保護児童対策地域協議会に

おいて管理を開始し、個別ケース検討会議を実施（以降、計６回実施）。
・本児は以前から極端な体重減少及び傷や痣について通報があり、一時保護を実施。

その後乳児院へ措置となった経過があった。
・乳児院入所中の本児の怪我を発端として父母が無断で本児を連れて帰宅しており、

その後は児童福祉司指導を行いつつ在宅支援（２号措置）に切り替え、環境改善指導
を行っていた。

・児童相談所、虐待対応担当部署、母子保健担当部署で週１回訪問のシフト体制を組み、
本児の傷や痣の有無の確認と体重測定など都度事実確認と助言を実施。

・近隣知人から、父母が本児へ物を投げる、髪の毛を引っ張るといった乱暴な関わりに
ついて児童相談所へ通告があり、本児の一時保護を実施。
＜課題の理解と対応＞
課題１ 各機関における「こどもを中心」としたアセスメントの強化
・「こどもを中心」としたアセスメントを行うためには、各関係機関が対応の過程においてこどもの訴えを適切な方法で聴取し、こどもを

守る立場の人が家庭や周囲にいるか、こどもを守る行動をとれているかという点についても十分にアセスメントする必要がある。
・虐待への対応において、こどもの安全の確保を中心とした対応が行われるが、その主軸には本児の成長・発達、本児にとって最善の利益

は何かを考えながら、一時保護についても検討、実施するべきである。

課題２ 関係機関間におけるアセスメント、判断の協働強化
・関わりが長期化する継続事例においては、関係機関等から収集した情報をもとに、常にそれが虐待へのリスクや虐待の重症化につながっ

ていないかを慎重に判断すべきである。
・注意が必要な状況に変化があった際には各関係機関の役割分担や共有方法など具体的な方針を再確認し、認識の統一を徹底しておく必要

がある。

課題３ 家族内の関係性や力動の理解に基づくアセスメントとサポートの充実
・保護者の「生きづらさ」など、生育歴を踏まえたこどもとの愛着関係や養育能力、生活環境、経済状態、保護者間やその他の家族との関

係性など、虐待の発生に影響しうる要因等を児童虐待対応で留意すべき点として念頭において、多角的に家族全体の状況を把握し必要な
支援を見極める必要がある。

＜今後に向けた共通認識＞
① こどもの心理的なアセスメントの充実。
② 関係機関による情報共有の質的な向上を図り、単一機関による抱え込みによる対応を防ぐ。
③ 父母の生育歴や家族の関係性について改めて関係機関で情報を集めて共有し、事例検討を深める機会を設定する。

重症事例（第20次１回目)：施設措置解除後に実母と養父による本児への身体的虐待によって重症に至った事例

８



９

４.【特集】心中事例とその背景について

◆第５次報告から第20次報告にて調査した心中事例を対象として分析し、その背景につい
て検討を行った。死亡事例1385人のうち、心中事例は532人であり約４割を占めている。
※第１次報告から第４次報告までは、調査項目が十分ではなく、比較分析ができないため対象外とした。

✓ 対象事例は、こども家庭庁が、都道府県、指定都市及び児童相談所設置市に対する調査等により把握した「対象
とする期間に発生、又は表面化した児童虐待による死亡事例」である。

✓ このため、関係機関が当該事例について事例の発生前から支援等で関与していない場合は新たに情報収集するこ
とが難しく、「不明」「未記入」とされる場合が一定程度含まれており、全体的に有効回答件数が少ないため分
析結果の一般化については一概に言えないこと、死亡事例における状況・傾向であることなど調査結果の解釈に
当たっては留意が必要である。

【分析の視点】
（１）心中事例の概要：心中以外の虐待死事例と比較
（２）主たる加害者ごとの特徴：加害者ごとの背景等の特徴について、主たる加害者を「実母のみ」

「実父のみ」「その他」「不明」に分けて分析
（３）こどもの年齢別の特徴：養育環境や背景等についてこどもの年齢別に分けて分析

心中によるこどもの死亡は、「こどもが保護者に殺害される」という虐待による死亡である。

この特集を通して、社会全体に対して心中は虐待であるという認識や、こどもは保護者の
所有物ではなく、権利の主体であるという認識を持つことができるよう、周知・啓発する。

心中事例では、さまざまな背景やリスク要因が複数重なり合っていることから、こどもと
保護者に関わる全ての支援者が予防の視点に立って、当該家庭の変化に気付き、声をかけ、
話を聴き、困りごとに寄り添いながら、継続的に見守り、支援していくことが重要である。
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（１）心中事例の概要

〇検証の実施
検証を「実施した」の割合は、第三者による検証（11.8%）は、
心中以外に比べて低い。第三者による検証を実施していない理由
は「関与なし」（63.0%）が心中以外よりも高い。

〇死亡したこどもの年齢
「６歳以上」が271人（50.9%）と約半数となっている。

心中以外の86人（10.1%）よりも多い。
「０歳」は63人（11.8％）となっており、心中以外の423人
（49.6%）よりも少ない。

〇主たる加害者
「実母」が356人（66.9％）、「実父」が100人（18.8％）で  
あり、両者合わせて85％以上である。心中以外と比較しても、

「実母」「実父」はそれぞれ割合が高くなっている。
「実母の交際相手」等の割合が心中以外よりも低くなっており、

主たる加害者が血縁者である比率が高い。

 心中 心中以外 

総計 532 100.0% 853 100.0% 

実母 356 66.9% 450 52.8% 

実父 100 18.8% 122 14.3% 

養母 0 0.0% 1 0.1% 

養父 2 0.4% 8 0.9% 

継母 0 0.0% 3 0.4% 

継父 0 0.0% 11 1.3% 

実母の交際相手 4 0.8% 30 3.5% 

母方祖母 5 0.9% 5 0.6% 

母方祖父 5 0.9% 1 0.1% 

父方祖母 5 0.9% 0 0.0% 

父方祖父 1 0.2% 1 0.1% 

実
母
と 

実父 23 4.3% 79 9.3% 

養父 0 0.0% 10 1.2% 

継父 0 0.0% 4 0.5% 

実母の交際相手 2 0.4% 21 2.5% 

母方祖母 4 0.8% 1 0.1% 

母方祖父母 3 0.6% 1 0.1% 

実父と父方祖母 0 0.0% 1 0.1% 

実父とその他 0 0.0% 2 0.2% 

実母の交際相手とその他 0 0.0% 2 0.2% 

その他 0 0.0% 7 0.8% 

実父とその他 0 0.0% 1 0.1% 

父方祖母とその他 0 0.0% 1 0.1% 

その他 0 0.0% 14 1.6% 

不明 22 4.1% 77 9.0% 

 

（特集）表4 主たる加害者（複数回答）                                         (単位：人)

（特集）表1 死亡したこどもの死亡時の年齢                                            (単位：人)

  総計 0歳 1～3歳 4～5歳 6～8歳 9～11歳 12歳以上 不明 

心中 
532 63 110 83 116 93 62 5 

100.0% 11.8% 20.7% 15.6% 21.8% 17.5% 11.7% 0.9% 

心中以外 
853 423 222 67 35 20 31 55 

100.0% 49.6% 26.0% 7.9% 4.1% 2.3% 3.6% 6.4% 

 

  全体 実施していない 実施した 実施中 無回答 

心中 
468 317 55 45 51 

100.0% 67.7% 11.8% 9.6% 10.9% 

心中以外 
775 479 142 145 9 

100.0% 61.8% 18.3% 18.7% 1.2% 

 

  全体 関与なし 

裁判中、または

捜査中等のた

め、今後実施の

予定 

検証体制が整

備できていない 
その他 無回答 

心中 
46 29 4 8 5 0 

100.0% 63.0 8.7 17.4 10.9 0.0 

心中以外 
105 43 14 10 37 1 

100.0% 41.0 13.3 9.5 35.2 1.0 

 

（特集）表9 第三者による検証の実施                              (単位：人)

（特集）表10 第三者による検証を実施していない理由                    (単位：人)

※第18次報告から第20次報告の集計
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（２）主たる加害者ごとの特徴 ： 加害の動機

 

全体 こどもの

病気・障

害 

保 護 者

自 身 の

精 神 疾

患、精神

不安 

保 護 者

自 身 の

病気（精

神 疾 患

を除く）・

障害等 

経 済 的

困窮（多

額 の 借

金など） 

育 児 不

安 や 育

児 負 担

感 

夫 婦 間

のトラブ

ルなど家

庭 に 不

和 

その他 不明 無回答 

心
中 

総計 
393 44 109 70 59 83 69 50 107 1 

100.0% 11.2% 27.7% 17.8% 15.0% 21.1% 17.6% 12.7% 27.2% 0.3% 

実母のみ 
268 32 97 51 25 69 40 31 68 1 

100.0% 11.9% 36.2% 19.0% 9.3% 25.7% 14.9% 11.6% 25.4% 0.4% 

実父のみ 
72 5 6 14 15 2 21 8 23 0 

100.0% 6.9% 8.3% 19.4% 20.8% 2.8% 29.2% 11.1% 31.9% 0.0% 

その他 
40 7 6 3 19 12 8 11 5 0 

100.0% 17.5% 15.0% 7.5% 47.5% 30.0% 20.0% 27.5% 12.5% 0.0% 

不明 
13 0 0 2 0 0 0 0 11 0 

100.0% 0.0% 0.0% 15.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 84.6% 0.0% 

 

（特集）表11 主たる加害者別 加害の動機（複数回答）                    (単位：人)

※第７次報告から第20次報告の集計
※「その他」は、「実母のみ」「実父のみ」「不明」以外のカテゴリ全てを含んでおり、内訳としては「実母と実父」が最も多く23件、

次いで「母方祖母」「母方祖父」「父方祖母」が５件ずつと続く。詳細な内訳は既出の「主たる加害者」の表を参照。

〇実母のみの加害動機
実母のみの場合、「保護者自身の精神疾患、精神不安」（36.2％）、「育児不安や育児負担感」
（25.7％）が実父のみに比べて高い。

〇実父のみの加害動機
実父のみの場合は、「夫婦間のトラブルなど家庭に不和」（29.2%）、「経済的困窮（多額の借金など）」
（20.8％）、が実母のみに比べて高い。
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（２）主たる加害者ごとの特徴 ： 心理的・精神的問題等

  

心中 

全体 

[n=456] 

実母のみ

[n=314] 

実父のみ 

[n=76]  

その他 

[n=49] 

不明 

[n=17] 

育児不安 
114 102 4 6 2 

25.0% 32.5% 5.3% 12.2% 11.8% 

マタニティブルーズ 
13 11 0 2 0 

2.9% 3.5% 0.0% 4.1% 0.0% 

産後うつ 
25 22 0 2 1 

5.5% 7.0% 0.0% 4.1% 5.9% 

知的障害 
4 2 0 1 1 

0.9% 0.6% 0.0% 2.0% 5.9% 

精神障害（医師の診断によ

るもの） 

109 95 3 7 4 

23.9% 30.3% 3.9% 14.3% 23.5% 

身体障害 
4 4 0 0 0 

0.9% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

その他の障害 
3 3 0 0 0 

0.7% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

アルコール依存 
7 5 0 2 0 

1.5% 1.6% 0.0% 4.1% 0.0% 

薬物依存 
4 4 0 0 0 

0.9% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 

ギャンブル依存 

※2 n=139 

0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

衝動性 
38 34 0 4 0 

8.3% 10.8% 0.0% 8.2% 0.0% 

攻撃性 
18 14 0 4 0 

3.9% 4.5% 0.0% 8.2% 0.0% 

怒りのコントロール不全 
18 13 0 5 0 

3.9% 4.1% 0.0% 10.2% 0.0% 

うつ状態 
107 102 1 4 0 

23.5% 32.5% 1.3% 8.2% 0.0% 

躁状態 
5 4 1 0 0 

1.1% 1.3% 1.3% 0.0% 0.0% 

感情の起伏が激しい 
32 26 0 6 0 

7.0% 8.3% 0.0% 12.2% 0.0% 

高い依存性 
16 16 0 0 0 

3.5% 5.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

幻視、幻聴 
5 5 0 0 0 

1.1% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

妄想 
13 13 0 0 0 

2.9% 4.1% 0.0% 0.0% 0.0% 

ＤＶを受けている 
19 8 2 9 0 

4.2% 2.5% 2.6% 18.4% 0.0% 

ＤＶを行っている 
10 3 0 7 0 

2.2% 1.0% 0.0% 14.3% 0.0% 

自殺未遂の既往 
38 37 1 0 0 

8.3% 11.8% 1.3% 0.0% 0.0% 

養育能力の低さ 
31 23 1 6 1 

6.8% 7.3% 1.3% 12.2% 5.9% 
日本語でのコミュニケーション

が難しい（日本語を母国語とし

ていない）※3 n=339 

7 5 2 0 0 

1.5% 1.6% 2.6% 0.0% 0.0% 

 

（特集）表16 主たる加害者別 実母の心理的・精神的問題等※１            (単位：人)

※１ いずれも「あり」の割合。実母の有無について「いない」「不明」と回答した事例を除く ※２ 第14次報告から調査。 ※３ 第８次報告から調査。

〇実母の特徴
実母の心理的・精神的問題等は、加害者が実母のみの場合、「育児
不安」（32.5％）、「精神障害（医師の診断によるも（30.3％）、
「うつ状態」（32.5％）、「自殺未遂の既往」（11.8%）、「衝
動性」（10.8%）となっている。

  

心中 

全体 

[n=389] 

実母のみ 

[n=254] 

実父のみ 

[n=81] 

その他 

[n=39] 

不明 

[n=15] 

育児不安 
18 8 4 5 1 

4.6% 3.1% 4.9% 12.8% 6.7% 

知的障害 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

精神障害（医師の診断によ

るもの） 

9 0 8 1 0 

2.3% 0.0% 9.9% 2.6% 0.0% 

身体障害 
2 2 0 0 0 

0.5% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 

その他の障害 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

アルコール依存 
1 0 0 1 0 

0.3% 0.0% 0.0% 2.6% 0.0% 

薬物依存 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

ギャンブル依存 

※2 n=128 

1 0 1 0 0 

0.8% 0.0% 3.7% 0.0% 0.0% 

衝動性 
18 2 7 9 0 

4.6% 0.8% 8.6% 23.1% 0.0% 

攻撃性 
14 3 3 8 0 

3.6% 1.2% 3.7% 20.5% 0.0% 

怒りのコントロール不全 
18 2 8 8 0 

4.6% 0.8% 9.9% 20.5% 0.0% 

うつ状態 
15 3 9 3 0 

3.9% 1.2% 11.1% 7.7% 0.0% 

躁状態 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

感情の起伏が激しい 
14 1 5 8 0 

3.6% 0.4% 6.2% 20.5% 0.0% 

高い依存性 
1 0 1 0 0 

0.3% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 

幻視、幻聴 
0 0 0 0 0 

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 

妄想 
4 0 4 0 0 

1.0% 0.0% 4.9% 0.0% 0.0% 

ＤＶを受けている 
5 1 0 4 0 

1.3% 0.4% 0.0% 10.3% 0.0% 

ＤＶを行っている 
18 4 5 9 0 

4.6% 1.6% 6.2% 23.1% 0.0% 

自殺未遂の既往 
2 2 0 0 0 

0.5% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 

養育能力の低さ 
4 1 1 2 0 

1.0% 0.4% 1.2% 5.1% 0.0% 
日本語でのコミュニケーション

が難しい（日本語を母国語とし

ていない） ※3 n=291 

3 3 0 0 0 

1.0% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0% 

 

（特集）表17 主たる加害者別 実父の心理的・精神的問題等※１            (単位：人)

〇実父の特徴
実父の心理的・精神的問題等は、加害者が実父のみの場合、「うつ

状態」（11.1％）、「精神障害（医師の診断によるもの）」「怒りの
コントロール不全」（9.9％）、「衝動性」（8.6%）となっている。
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（３）こどもの年齢別の特徴

〇関係機関の関与
関係機関の関与を年齢別にみると、いずれの年代でも「いず
れかの関与あり」が70～80%程度となっている。

（特集）表40 こどもの年齢別 主たる加害者  (単位：人)

  全体 実母のみ 実父のみ その他 不明 

心
中 

総計 
532 356 100 54 22 

100.0% 66.9% 18.8% 10.2% 4.1% 

0 歳 
63 53 4 3 3 

100.0% 84.1% 6.3% 4.8% 4.8% 

1～3 歳 
110 78 17 9 6 

100.0% 70.9% 15.5% 8.2% 5.5% 

4～5 歳 
83 59 12 9 3 

100.0% 71.1% 14.5% 10.8% 3.6% 

6～8 歳 
116 73 28 12 3 

100.0% 62.9% 24.1% 10.3% 2.6% 

9～11 歳 
93 59 18 13 3 

100.0% 63.4% 19.4% 14.0% 3.2% 

12 歳以上 
62 33 20 7 2 

100.0% 53.2% 32.3% 11.3% 3.2% 

不明 
5 1 1 1 2 

100.0% 20.0% 20.0% 20.0% 40.0% 

 

  

全体 こどもの

病気・障

害 

保 護 者

自 身 の

精 神 疾

患、精神

不安 

保 護 者

自 身 の

病気（精

神 疾 患

を除く）・

障害等 

経 済 的

困窮（多

額 の 借

金など） 

育 児 不

安 や 育

児 負 担

感 

夫 婦 間

のトラブ

ルなど家

庭 に 不

和 

その他 不明 無回答 

心
中 

総計 
393 44 109 70 59 83 69 50 107 1 

100.0% 11.2% 27.7% 17.8% 15.0% 21.1% 17.6% 12.7% 27.2% 0.3% 

0 歳 
45 8 20 6 4 21 3 5 12 0 

100.0% 17.8% 44.4% 13.3% 8.9% 46.7% 6.7% 11.1% 26.7% 0.0% 

1～3 歳 
85 7 26 17 11 24 20 7 22 0 

100.0% 8.2% 30.6% 20.0% 12.9% 28.2% 23.5% 8.2% 25.9% 0.0% 

4～5 歳 
62 7 12 9 10 9 13 7 17 0 

100.0% 11.3% 19.4% 14.5% 16.1% 14.5% 21.0% 11.3% 27.4% 0.0% 

6～8 歳 
86 9 23 14 13 10 15 14 24 0 

100.0% 10.5% 26.7% 16.3% 15.1% 11.6% 17.4% 16.3% 27.9% 0.0% 

9～11 歳 
68 4 18 16 11 10 15 10 17 1 

100.0% 5.9% 26.5% 23.5% 16.2% 14.7% 22.1% 14.7% 25.0% 1.5% 

12 歳以上 
45 9 10 8 10 9 3 7 13 0 

100.0% 20.0% 22.2% 17.8% 22.2% 20.0% 6.7% 15.6% 28.9% 0.0% 

不明 
2 0 0 0 0 0 0 0 2 0 

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 

 

（特集）表41 こどもの年齢別 加害の動機    (単位：人) ※第７次報告から第20次報告の集計

  全体 いずれかの関与あり いずれかの関与なし 不明 

心
中 

総計 
532 396 65 71 

100.0% 74.4% 12.2% 13.3% 

0 歳 
63 53 5 5 

100.0% 84.1% 7.9% 7.9% 

1～3 歳 
110 84 9 17 

100.0% 76.4% 8.2% 15.5% 

4～5 歳 
83 64 8 11 

100.0% 77.1% 9.6% 13.3% 

6～8 歳 
116 79 13 24 

100.0% 68.1% 11.2% 20.7% 

9～11 歳 
93 69 17 7 

100.0% 74.2% 18.3% 7.5% 

12 歳以上 
62 46 11 5 

100.0% 74.2% 17.7% 8.1% 

不明 
5 1 2 2 

100.0% 20.0% 40.0% 40.0% 

 

（特集）表46 こどもの年齢別 関係機関の関与            (単位：人)

〇こどもの年齢別の主たる加害者
 こどもの全年代で実母のみが実父のみより割合が高い。
 ０歳では84.1%と実母のみの割合が特に高い。
 12歳以上では実父のみが 32.3%と高い。

〇加害の動機
「０歳」と「１～３歳」では、他の年代と比べて「保護者自身の

精神疾患、精神不安」「育児不安や育児負担感」が高い。
「12歳以上」では、他の年代と比べて、「こどもの病気・障害」

「経済的困窮」が高い。
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（４）考察 ＜まとめ・提言＞

◼ 周産期及び乳幼児期の母親のメンタルケア及び伴走
・実母による事例では、実母の育児不安や精神的不安定さが動機

となっている場合が多い。
・妊産婦に対しては、心理社会的状況を早期に評価し、適切な

支援につなげることが重要であり、医療機関との情報共有・
連携も重要である。

・養育上の問題や保護者の心身の不調等による社会的リスクを、
アセスメントツール等を活用し早期に把握することで、
総合的なアセスメントによるサポートプランの作成と、ニーズ
に合った育児支援等サービスの利用につなぐことが求められる。

◼ こどものSOSを受け止める体制づくり
・心中事例では小学生以上のこどもの人数が多くなっている。
・こどもの身近な生活の場にいる大人（学校の場合、担任や養護

教諭、スクールソーシャルワーカー、スクールカウンセラー
等）が、悩みや困りごとを抱えているこどものアセスメントや、
こどもが家庭の悩みを話せる場を整えることも重要である。

・こども自身の援助希求力の向上のためのSOSの出し方に関する
教育等や、周囲の大人がそれを受け止め、適切な支援につなぐ
ためのSOSの受け止め方教育等の実施促進も必要となる。

◼ 複合的な課題を抱える家庭への関係機関連携による支援
・主たる加害者が実母のみの場合は育児不安や精神的不安定さ、

実父のみの場合は経済的困窮や家庭内の不和が、心中の動機と
なる事例が多く、ひとつの家庭が複合的な課題を抱えている
ことが確認されている。

・児童福祉や母子保健の関係機関のみでなく、医療機関や生活
困窮者支援機関、就労支援機関、ＤＶ被害者支援機関、こども
の所属機関等、様々な支援機関との連携が必要となる。

・家族員に関わる各関係機関間で家族の些細な変化も含め情報
共有をしつつ、統一的な方針をもって家庭全体への支援を行う
ことが必要であり、重層的支援体制整備事業等も活用した家庭
への包括的な支援が求められる。

◼ 自殺対策関連施策との連携
・家庭に様々な課題があることは自殺のリスクを高める要因にも

なるため、関係機関はこどもの虐待防止のみでなく、自殺予防
の視点を持った適切なアセスメントが必要となる。

・日常生活で接する同居家族や親族、地域住民や、福祉分野以外も
含む様々な関係機関等が当該家庭の異変に気付き、声をかけ、
話を聴き、場合によって専門機関を紹介し、継続的に見守りを
していくことが重要であると考えられる。

◼ 心中事例における検証実施の推進
・心中事例では心中以外と比べて検証が行われていない割合が高い。
・関連する情報収集や調査が困難であることが考えられるが、事後

の検証を十分に行うことで、心中に至る前の発見や支援のあり方
を検討していく必要があると考えられる。

・特に心中未遂となった場合はその後関係機関の関与が可能である
ことから、経緯や要因について把握し、再発防止に努めることが
重要である。

◼ 「心中は虐待である」という認識の周知・啓発
・これまで当報告では、「心中」事例について（親は生存したが

こどもは死亡した未遂事例を含む）という説明をつけていたが、
こどもが保護者に殺害されて死亡したという事実に鑑み、
第21次報告から「未遂」を削除し、（こどもは死亡し親は生存
した事例を含む）という説明に修正した。

・本委員会においても心中が虐待であることの理解をより一層深め、
心中事例を防止していくためには、「心中」という名称の見直し
についても慎重に検討を行う必要がある。

・国は改めて、社会全体に対して心中は虐待であるという認識や、
こどもは保護者の所有物ではなく、権利の主体であるという認識
を持つことができるよう、周知・啓発を推進していくことも重要
である。



１ 虐待の発生予防及び早期発見

①母子保健活動の強みをいかした家族全体への予防的な支援

・母子保健活動では、支援事例として把握される前の段階から、すべて

の家庭へ、妊娠中から支援を開始することができ、さらに家族全体を

対象とする支援機能を有していることから、予防的支援機能を発揮

できる強みを活かした活動が重要である。

・こどもの成長・発達や保護者の生活状況、家族構成の変化などから

新たな困難を抱える可能性があることから、年齢で区切らず、家族の

困難さをアセスメントしながら伴走支援を継続していくことが、家族

の機能を回復する重要なかかわりである。

②予防的支援の対象事例としてサポートを開始する意識の向上

・母子保健担当部署は虐待や不適切な養育の可能性といった視点を優先

した判断をするのではなく、育児支援に加えて、養育環境の整備や生

活支援が必要な家庭であることを意識して実父母の就業状況や経済状

態を確認し、生活状況も含めたアセスメントを実施した上で、支援を

開始することが必要である。

・（母子）保健は、ぺアレンティング能力やこどもの健全な発達を見極

め、「困りごと」に対応する支援のスターターとして存在することを

を意識することが重要である。

③問診を機能的な情報収集や支援関係を構築する機会に転換

・母子保健事業での問診では、妊婦やこどもの安全性の確認や困

りごとの把握及びニーズ判断に役立てるため、家族単位で観る

視点が必要である。

・問診を対話のきっかけとして、家族関係や心の悩み・精神症状、

経済状況等を聴くことが予防的な支援関係の構築にもつながる。

④保健と福祉の一体的な予防的支援の視点の強化

・母子保健担当部署は医療機関等からの情報をつなぎ、家族員及

び家族全体のアセスメントを予防的な段階で行い、福祉に協働

を要請する力量を磨いていく必要がある。

・こども家庭センターにおける母子保健と児童福祉の両機能の一

体的支援体制において、医療機関から情報を受けた段階から、

父母の年齢や生育歴、養育環境、こどもの発育発達等も

踏まえたアセスメントを協働で行い、特定妊婦や要支援児童・要保護児

童として支援するか否かなどを組織的に判断をする必要がある。

２ 事例の特性を踏まえた対応

①受傷機転の説明に一貫性がなく、虐待による乳幼児頭部外傷が

疑われる場合の対応

・受傷機転の聞き取りの際は、こどもの受傷に直面している保護者

に寄り添いつつ、家族内の認識の違いや個々の思い等について、

丁寧な聞き取りを行うことが重要である。

・受傷機転が不明な場合には多角的な意見を得るために、児童相談

所が主体的に複数の診療科等のセカンドオピニオンを受けること

も重要である。

②保護者を支えるための支援者の豊かな共感性と伴走支援

・非器質性発育不全は虐待の一側面であるが保護者の知識不足という

より、こどもに対する共感性の欠如から起きると考えられる。保護

者自身の自尊心が低く共感性が働かないと、こども目線ではなく保

護者のニ―ズ優先の育児になりやすい。

・保護者の自尊心が尊重されるよう、知識伝達を優先する育児指導

ではなく支援者の豊かな共感性による伴走型支援が重要である。

３ こどもの声を尊重した対応

①こどもの思い・声・ニーズを汲み取り、こどもを中心においた

アセスメントの実施

②こどもの声を尊重する支援への共通理解と実践の定着

・言葉による気持や意見の表出が困難な乳幼児であっても、視線や

顔の表情、涙や泣き方、体の動かし方など言葉以外の表現方法で

自分の気持ちや考えを伝えている。

・家族全体の生活状況、養育環境を把握し、その中でこどものサイ

ンや行動変化等による客観的な状況を汲み取り、顕在化され

ていない支援ニーズの把握に努めることを常に意識することが

すべての機関に必要である。

・こどもの気持ちを受け止め、こどもが示した不安や思いを担当者間

に留まらず、チームや関係機関全体で共有し、アセスメントに活か

していくことが求められる。

第21次報告を踏まえた地方公共団体への提言
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４ 関係機関の連携及び協働による切れ目のない支援

①転居事例における支援ニーズの把握、母子保健の強みを活かした

家庭訪問の実施

・転入先の自治体は、転居元の自治体の支援方針や支援内容を具体的

に確認し、転居直後は、その計画を引き継ぐことで、対象者への

支援関係の構築を目指すことが必要である。

・母子保健担当部署間においても、転居に伴う家族状況や生活状況の

不安定さを踏まえ、必要な情報を共有することが必要である。また、

母子保健担当部署は把握した情報を児童相談所や虐待対応担当部署

に速やかに提供することが求められる。
②支援機関が陥りやすいバイアスを意識した情報収集と連携による
アセスメントの実施（第20次報告「特集」を参照）

・支援機関が陥りやすいバイアスにはケースの初期認識の段階で抱い

た印象や判断がその後の虐待対応に強い影響を与え、判断を固定化

させてしまうバイアスや、初期アセスメントに適合する情報のみを

選択的に収集してしまうというバイアス等がある。

・特に支援機関との関わりを拒否している場合や、妊娠中から伴走

支援を行い信頼関係の構築ができている場合に、その可能性を意識

した対応が求められる。

③児童相談所と虐待対応担当部署との効果的な役割分担による初期調
査と再アセスメント
・初期調査や相談対応に当たっては、個々の事例の状況やその変化、

児童相談所・市区町村のそれぞれと対象者との関係性などを加味し、
協働による役割分担の柔軟な適用、必要に応じた分担の見直しなど
を行う機会や両者による話し合いを適宜行うことが重要である。

・初期調査の結果を踏まえて、緊急性の判断やアセスメントを行う児
童相談所としての責任や主体性を明確にすることが必要である。

・市区町村による初期調査後に児童相談所がバックアップができる相
談ルートや体制づくりが必要である。また、受傷状況に応じて児童
相談所が直接情報収集やアセスメントを行うことも重要である。

④きょうだいの死亡事例を踏まえた児童相談所と関係機関とのパート
ナーシップ

・きょうだいに対する虐待の再発・発生予防へ細心の注意を払って継
続して見守ることが求められる。 16
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⑤特定機関の判断に委ねず、専門性を持ち寄った協議による支援方
針の合意形成と関係性の構築

・児童相談所、虐待対応担当部署、母子保健担当部署、所属機関、
医療機関等の関係機関が対等な立場で意見を交わし、それぞれの
専門性を活かした「横断的なチーム」として連携することが不可
欠である。

・児童相談所と虐待対応担当部署においても、議論・合意しながら
支援方針を決定できるよう、実質的な協働の枠組みを構築する必
要がある。

・個別ケース検討会議は単なる情報共有の場にとどまらず、相互の
意見を尊重した合意形成や支援方針の調整を行うプロセスを明確
に位置づけることが求められる。

・多機関連携においては、保護者の課題理解や状況を踏まえて、誰
が・どのようなアプローチで関わると受け入れやすいかを丁寧に
検討することが大切である。

⑥-1「児童虐待防止医療ネットワーク事業」の活用と「要保護児童
対策地域協議会（要対協）」などにおける医療機関と関係機関の
連携の在り方の見直し

・「児童虐待防止医療ネットワーク事業」の活用がより促進される
よう、産婦人科や小児科など、診療科を超えた院内連携、多機関
多職種連携などを普段から構築しておくことが重要である。

・地域においてこども虐待の発見・治療・予防に関して医療機関の
役割は大きく「ちょっと気になる」ケースを気軽に相談するには
顔の見える関係性づくりが重要である。

・要対協に、こどもに関わる医師が積極的に参入できるよう、地域
の状況に応じた仕組みの見直しや参加しやすい会議開催の工夫な
どを検討することが求められる。

⑥-2医療機関と市区町村及び児童相談所の連携の強化

・産科医療機関に対して、要対協の個別ケース検討会議に医師の参
加を求めることや、メンタルヘルスケアや今後の家族計画に関す
る相談等を適時適切に支援できるよう工夫が必要である。

・特定妊婦の場合、産科医療機関は小児科及び精神科医療機関と連
携し、妊娠中から要対協を通して地域における支援ネットワーク
に参画していく姿勢が求められる。
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実現できる環境整備を積極的に推進する。
・一時保護解除等に際して、親子の生活の再開や親子関係の修復な

どのために、都道府県で親子再統合支援事業が着実に実施される
よう、引き続き必要な措置の実施に努める。

５ 地域をまたがる（転居）事例への適切な対応の推進
・地方公共団体に対して、転居は家族に変化が生じるきっかけとな

り、転居によるリスクの変化を慎重に判断する必要があること、
転居事例の引継ぎがあった場合には各機関が把握した情報を迅速
に関係機関間で共有することを、引き続き周知する。

６ 要保護児童対策地域協議会の効果的運用の推進と体制整備
・実務者会議と個別ケース検討会議のそれぞれの対象や協議内容、

会議運営のあり方など、こども家庭センターが担う市区町村のこ
ども家庭相談における要保護児童対策地域協議会の会議や支援計
画の位置づけ及び活用方法について、効果的な運用を促すための
情報提供や技術的助言を行うことが求められる。

７ 児童相談所・市区町村職員の人員体制強化及び専門性の確保と
定着支援

・勤務環境の改善や職員のメンタルケア等を通じた職員の定着と資
質向上を着実に進めていけるよう、各児童相談所の課題に応じて
活用できる国の支援メニューをよりわかりやすく示すとともに、
好事例の積極的な横展開等により自治体の取組をさらに促進する。

８ 里親との協働による親子関係の維持･構築に向けた支援の充実
・里親の登録や研修、支援等に関わる児童相談所、里親支援セン

ター等が、里親養育の目的や里親の役割を十分に理解
し、里親の育成や支援、里親との協働を適切に実施できるよう、
里親支援を担う人材の育成に取り組む必要がある。

９ 妊娠期からの医療機関との連携強化と児童虐待防止のための医療
のネットワークの推進

・児童虐待防止のための医療のネットワークを今後も地域の状況を
踏まえて円滑にできるよう、継続的な支援が求められる。

10 再発防止を目的とした検証の積極的な実施と検証結果の活用促進
・効果的な検証実施のための手引きの改定や地方公共団体の検証報

告書の活用による再発防止のための研修等について調査研究等を
踏まえて進めていく。

１ 虐待の発生予防とつながりやすい相談体制の強化

① 妊娠にとまどう女性や支援を必要とする妊婦とつながりやす

い一体的な相談窓口の設置と周知

・民間支援団体等との連携による相談窓口の整備や効果的な広報

について、関係省庁や関係部局が一体となって、検討する。

・人権、ジェンダー平等、健康とウェルビーイングのためのスキ

ル、暴力と安全確保、セクシャリティと性的行動など、性に

関する知識等の情報提供がなされるよう、取組を推進していく。

② 妊娠期から出産後までの切れ目のない支援体制の整備

・「こども家庭センター」の着実な設置に向けて、自治体規模に

応じた職員配置や専門性を高める研修に対する財政支援を行う。

・市区町村の相談体制や家庭支援事業の整備、人材育成の支援や

情報提供等を行う都道府県への補助事業や取組事例を周知する。

・地域の実情に応じて妊産婦のメンタルヘルスに係る課題に対応

できる連携体制の構築を推進していく。

２ こどもの置かれた状況とこどものニーズを適切に把握できる方

策の充実
・こどもの声や感情、理解の状況を丁寧に把握し、それに基づい

て支援体制を構築していく姿勢をすべての機関に周知する。
・自治体で実施してきているこどもの権利擁護体制強化事業の取

組状況を踏まえ、地方公共団体における体制整備への支援や取
組例の周知などの具体的な取組に関する技術的な助言を行う。

３ 虐待対応における児童相談所と市区町村、関係機関との連携強

化の推進

・都道府県と市区町村が相互理解を深めながら同一の支援方針に

基づいて確実に役割を遂行できる体制の整備を促進するため、

市町村支援児童福祉司の役割・業務の実態を把握し、市町村

支援児童福祉司の役割の明確化や、配置基準の見直しによる

配置の強化を検討する。
４ 一時保護の適正性及び手続の透明性の確保と解除後の支援体制

の整備
・一時保護の決定や解除に当たっての意見聴取等措置やその際の

説明等の理解促進及びこどもの意見表明やこどもの権利擁護を

課題と国への提言



○ こどもの身体、特に、顔や首、頭、腹部等に外傷が認められる

○ 軽度な傷や痣が体幹や顔面に複数回認められる。

○ 一定期間の体重増加不良や低栄養状態が認められる（成長発育曲線の活用）

○ 多胎児のきょうだい間で体重増加等の発育及び発達等に差異がある

○ こどもが学校・保育所等を不明確・不自然な理由で休む

○ 施設等への入退所を繰り返している

○ きょうだいに対する虐待や不適切な養育があった

○ こどもが保護を求めている、または養育が適切に行われていないことを示す

発言がある

○ 児童委員、近隣住民等から「こどもの様子が気にかかる」等の
情報提供がある

○ 経済的困窮により、関係機関への相談経過がある

○ 生活上に何らかの困難を抱えている

○ 転居を繰り返している

○ 社会的な支援、親族等から孤立している（させられている）

○ 家族関係や家族構造、家族の健康状態に変化があった

○ 保護者の交際相手や同居等の生活上の関わりが強く、こどもの養育に一定
の関与がある者も含めた家族全体を捉えたリスクアセスメントが不足して
いる

○ 一時保護等の措置を解除し家庭復帰後６か月以内の死亡事案が多い
○ こどもの声（表情、視線、泣き声、体の動かし方等含）を聴き、ニーズを

把握することを意識した対応ができていない
○ こどもの発言等をアセスメントや支援方針に活かせていない
○ 関係機関や関係部署が把握している情報を共有できず、得られた情報を統合

し、虐待発生のリスクを認識することができていない
○ リスク評価や対応方針について組織としての判断ができていない

○ 継続的に支援している事例について、定期的及び状況の変化に応じた

アセスメントが適切に行われていない

○ 転居時に関係機関が一堂に会した十分な引継ぎが行えていない

○ 離婚や転居、きょうだいの施設入所など、生活環境や家族関係の変化に応じ

た迅速なリスクアセスメントと支援方針の見直し、検討ができていない

○ 関係機関間で同一の支援方針による対応ができておらず、見守り支援におけ

る具体的内容も共有されていない

○ 虐待されている状態の継続が事態の悪化だと捉えられていない

○ 妊娠の届出がなされておらず、母子健康手帳が未発行である

○ 妊婦健康診査が未受診である又は受診回数が極端に少ない

妊婦健康診査を何等かの理由で一定期間、中断している

○ 関係機関からの連絡を拒否している、途中から関係が変化した

○ 予期しない妊娠／計画していない妊娠

○ 医師、助産師の立会いなく自宅等で出産

○ 乳幼児健康診査や就学時の健康診断が未受診である又は

予防接種が未接種である（途中から未受診の場合も含む）

○ 精神疾患や抑うつ状態（産後うつ、マタニティブルーズ等）

知的障害などにより自ら適切な支援を求められない

○ 過去に自殺企図がある

○   保護者がDVの問題を抱えている

○ こどもの発達等に関する強い不安や悩みを抱えている

○ 家庭として養育能力の不足等がある若年（10代）の妊娠

○ こどもを保護してほしい等、保護者が自ら相談してくる

○ 虐待が疑われるにもかかわらず保護者が虐待を否定

○ 訪問等をしてもこどもに会わせない

○ 多胎児を含む複数人のこどもがいるなど、養育に負担がある

○ 安全でない環境にこどもだけを置いている

○ きょうだいなどによる不適切な養育・監護を放置している

○ 保護者に複雑な生育歴・過去の逆境体験がある

※ こどもが低年齢・未就園の場合や離婚・未婚等によりひとり親の場合に
 該当するときには、特に注意して対応する必要がある。 18

第1次から第21次報告を踏まえた
こども虐待による死亡事例等を防ぐために留意すべきリスク

養育者等の側面 こどもの側面

生活環境等の側面

援助過程の側面

（下線部は、第21次報告より追加した内容）
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第21次報告の解説動画 事例の特性に応じた対応のポイント集

【 目的 】
死亡事例等の検証の重要性や現地調査（ヒアリング調

査）事例における課題の理解と関係機関における児童虐
待の再発防止のための着眼点と対応について理解を深め
ることを目的として、本報告の重要となる部分について
本委員会の専門委員による解説等を行う動画を作成した。

【 内容 】

【 目的 】
類似事例の再発防止に活かすとともに、人材育成や要対協にお

ける理解促進等に活用されることを期待し、現地調査（ヒアリン
グ調査）事例における主なリスク要因等に応じた対応のポイント
や関連する調査研究、通知等を簡潔にまとめた。

【 内容 】

本委員会の専門委員による本報告の重要となる部分について解説等を行う動画及び事例の特性（リスク
要因）に応じた対応のポイント集を作成し、公表することとした。

＜第20次報告＞
① ＤＶが背景にある事例
② きょうだいへの虐待歴のある家庭の事例
③ 多胎家庭の事例
④ 保育所、学校等と虐待対応担当部署(市区町村や児童相談

所)が情報とリスク評価を共有できなかった事例
⑤ 一時保護の判断及び解除時の対応に課題が

あった事例（第21次更新）

※事例の特性に応じた対応のポイント集は、毎年次の現地調査
（ヒアリング調査）事例の特性を踏まえて作成・更新し、蓄積する。

解説動画及び事例の特性に応じた対応のポイント集

顕著な体重減少から実父母の本児への虐待により
必要な栄養を摂取できていないことが判明した事例

死亡事例検証の意義 
 第21次報告の特徴
 地方公共団体に期待すること 等

はじめに

受傷機転の説明に一貫性がない頭部外傷により
本児が死亡した事例

複数回の虐待通告により対応していた本児が
新たな通告による初期調査が
十分できないまま死亡に至った事例

「心中事例とその背景について」特 集

死亡事例①

死亡事例②

重症事例

＜第21次報告（新規）＞
⑥転居に伴う継続的な支援が必要な事例
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